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市民の皆さんに松戸市人事行政の運営等の状況について理解していただくため、その概要をお知らせします。

問 人事課 TEL：047-366-7306

◆職員の任免および職員数等に関する状況

1．部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

（注） 1　職員数は、一般職（常勤）に属する職員数です。

2　【　　　】内は、条例定数の合計です。

2．職員の採用および退職の状況（平成29年度：平成29年4月1日～平成30年3月31日）

（注） 市長部局等には教育委員会を除く各行政委員会を含みます。
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3．年齢別職員構成の状況（平成30年4月１日現在）

　

4．職員数の推移

（単位：人・％）

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。
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◆職員の給与の状況

1．総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

人

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） 1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数は、平成29年4月1日現在の人数です。

(3)ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注） 1　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

   学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。国家公務

   員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。   

2　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地

   域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。

3　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。   

※　平成30年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、③100を

　　 超えている場合について、その理由及び改善の見込
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短大及び高校卒の経験年数25年以上の平均給料額が高いため

ラスパイレス指数の引き上げ要因となっている高齢層を中心に、昇給・昇格制度等の見直しを図っている。
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(4)給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされています。

①給料表の見直し

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定時期）、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合

（参考）

③その他の見直し内容

2．一般行政職給料表の状況（平成30年4月1日現在） （単位：円）

 （　内　　容　）

一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均2.94％、最大7.6％の引下げ。

激変緩和のため、3年間（平成30年3月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

他の給料表については、一般行政職との均衡を踏まえて見直しを実施。

380,600

407,700

425,200

1号給の
262,000

1級 3級

（支給割合）

（実施時期）

管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年4月1日実施）

　国基準10％に対し、本市においても10％を支給。

　平成27年4月1日より実施。地域手当支給率は据え置きとなっている。

 （改定実施時期） 平成27年4月1日
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3．職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況（平成30年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円 年

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

円 円

円 円

円 円

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

※　年収ベースの「公務員（C）」および「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された

     期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

（2)職員の初任給の状況（平成30年4月1日現在）

総合職 円

一般職 円

円 円 円

円 円

（3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成30年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

149,200

-

411,123

*

-

356,500

-

-

－

328,225

-

286,817 -

（国ベース）

357,046377,552

373,369 363,315 用務員

廃棄物処理業

207,200

328,637

- -359,657

技能労務職

技能労務職

経験年数15年

116人

参考

6,216,552

5,705,374

C

高校卒

263,329

高校卒

うち清掃職員

大学卒

大学卒

千葉県

179,200

183,700

公務員

7,531,318

年収ベース（試算値）の比較

305,653

-

2,808,700

一般行政職

うち給食調理員

松戸市

経験年数20年

中学卒

C/D

3,547,000

－

国

42.8

41.0

平均年齢

185,800 円

松戸市

50.2 333,314

D

185,800 円

151,500151,500

区分

千葉県

31人 359,826

うち用務員

53.9

類似団体

- -

320,721

松戸市

264,500

378,013

303,695

　　　 -

413,169

410,940

平均給与月額

-50.7

うち清掃職員

－

－

－

2,553人

329,845

うち用務員

区分

*

*

149,200

-

4,038,000

類似団体

54.5

国

区分

43.5

うち給食調理員 55.1 85人

平均給料月額

公務員

308,258

41.5 418,929 377,574

A

345,615

321,220

427人

468,666

平均給与月額（国ベース）

調理士

職員数
平均給与月額

366,105

-

13.5

55.6

区分

54.2 240人

平均年齢

317,880

53.1

A/B平均年齢
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4．一般行政職の級別職員数等の状況

（1)一般行政職の級別職員数の状況（平成30年4月1日現在）

（注） 1　松戸市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

  

％
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％

28
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人

120

21.2
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11.3

100.0

165

人

人
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人
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人
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8.2
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1級, 4.3% 1級, 3.8% 1級, 6.3% 

2級, 24.7% 2級, 28.0% 2級, 26.3% 

3級, 21.0% 3級, 17.4% 
3級, 10.5% 

4級, 11.3% 4級, 11.8% 

4級, 9.4% 

5級, 21.2% 5級, 22.1% 

5級, 23.5% 

6級, 8.2% 6級, 7.2% 

6級, 11.5% 

7級, 7.4% 7級, 7.4% 7級, 10.7% 
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9級, 0.3% 
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（2)国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（平成30年4月1日現在）

（3)昇給への人事評価の活用状況（松戸市）

○ ○○

活用している昇給区分

○

イ．　人事評価を活用している

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

一般職員管理職員

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

標準の区分のみ　（一律）

ロ．　人事評価を活用していない

活用予定時期

平成30年4月2日から平成31年4月1日
までにおける運用

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

国10級 

        松戸市（H30） 

        
         国家公務員（H30) 

（百円） 

給
 
料
 
月
 
額

 

昇  給 

平成30年４月１日時点 

国９級 

国８級＝松戸市８級 

国７級＝松戸市７級 

国６級＝松戸市６級 

国５級＝松戸市５級 

国４級＝松戸市４級 

国３級＝松戸市３級 

国２級＝松戸市２級 

国１級＝松戸市１級 
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5．職員の手当の状況

（1)期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成29年度） １人当たり平均支給額（平成29年度）

千円 千円

（平成29年度支給割合） （平成29年度支給割合） （平成29年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～15％ ・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 15％・25％ ・管理職加算 10～25％

（注） 　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の活用状況　（一般行政職）　（松戸市）

（2)退職手当（平成30年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

退職前早期退職特例措置 （2％～45％） 退職前早期退職特例措置 （2％～45％）

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

(3)地域手当

（平成30年4月1日現在）

％ 人 ％

※平成29年4月1日現在

（注）地域手当補正後のラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、

　　　地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。

（補正前のラスパイレス指数　×　（1＋当該団体の地域手当支給率）　/　（1＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出しています。）

  

28.0395

47.709

39.7575

全地域（医師以外）

19.6695

国

47.709

期末手当 勤勉手当

20,115

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

支給率支給対象地域

2.60　月分

（1.45）月分

地域手当補正後ラスパイレス指数

1.80　月分

（0.85）月分

1,755

ロ．　人事評価を活用していない

上位、標準の成績率

10

39.7575

19.6695

―

勤勉手当

1,579

千葉県

1.80　月分

松戸市

（0.85）月分

千円

398,052

10

国

33.27075

（0.85）月分

24.586875

47.709

○ ○

47.709

47.709

2.60　月分

円

期末手当

28.0395

1,151,566

1.80　月分

支給実績（平成29年度決算）

　（　ラスパイレス指数　）

102.2　※

（　102.2　）　※

期末手当 勤勉手当

3,322

松戸市

2.60　月分

33.27075

2,898

国の制度（支給率）支給対象職員数（平成30年度）

（1.45）月分 （1.45）月分

47.709

24.586875

上位、標準、下位の成績率 ○

○

標準、下位の成績率

活用予定時期

平成30年度中における運用 管理職員 一般職員

イ．　人事評価を活用している

活用している昇給区分
支給可能な

成績率
支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

標準の成績率のみ　（一律）
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(4)特殊勤務手当（平成30年4月1日現在）

(5)時間外勤務手当

 （注） 職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度に

実際に時間外勤務手当を支給した職員の数であり、再任用短時間勤務職員を含みます。

200円/回

教育業務

事務職

事務職、技術職、
消防職、技労職

500円/回

滞納分の料金徴収

調理員

1,500円/日

主な支給対象職員

保育手当

生活保護等面接手当

手当の種類（手当数）（平成30年度）

災害出場、救急出場消防職

税務職

事務職料金等徴収手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度）

外勤・対人折衝

100円～2,000円/回

250円/日生活保護者の認定、面接、訪問等

大規模災害等、消防水中訓練

2,000円/回（病人）

300円/日

感染症患者治療等

3,000円～16,000円/日

技労職

防疫作業、害虫駆除等技労職

教育業務連絡指導手当

教育職

支給実績（平成29年度決算）

923,359

412

支給実績（平成29年度決算）

環境衛生従事手当

特殊車両運転手当

し尿・ごみ等収集処理手当 500円/日

支給職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算）

935,426

大型車両、特殊車両運転 130円～600円/日

500円/日

200円/日

土日勤務職場

400円/回

300円/日

413

千円

教育職

技労職

千円

千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

支給実績（平成28年度決算）

し尿・ごみ等収集処理

教育職員特別業務手当

39.1

14

教育業務

通常保育

有害物取扱、高所作業

千円

千円55,654

49,077

税務外勤手当

手当の名称 左記職員に対する支給単価

防疫等作業手当

危険作業手当

75円/日

消防出場手当

主な支給対象業務

医療職

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 円

％

3,000円/回（死人）
行旅死病人取扱手当 事務職、技労職 行旅死病人の処理作業

不快等職場 500円/日
特殊現場勤務手当 事務職、技術職、技労職
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（6)その他の手当（平成30年4月１日現在）

円

円

円

円

円

円

6．特別職の報酬等の状況（平成30年4月1日現在）

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

　 （平成29年度支給割合）

月分

　 （平成29年度支給割合）

月分

　　 （算定方式）

円

円

（注） 退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額および支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた

場合における退職手当の見込額です。   

1,130,000 792,000

930,000 675,800

724,000 463,000

660,000 420,000

606,000 400,000

借家・借間の

最低限度額　家賃が月額8,500円を超える場合、

手当名 内容および支給単価

○父母等

6,500円

218,906

235,129

千円

○配偶者

扶養手当

　家賃額に応じて27,000円を限度に支給

211,637

支給職員１人当たり
国の制度と
異なる内容

平均支給年額

管理職手当

休日勤務手当

住居手当

通勤手当

10,000円

　勤務した職員

○休日における正規の勤務時間中に

　定期代等月額55,000円までは全額支給

1人につき

○借家・借間居住者

6,500円

○子

　（高校生～大学生）

○上記のうち満16歳となる年度初めから

○電車・バスを利用する場合

　満22歳の年度末までの子

異なる

千円

5,000円加算

（平成29年度決算）

国の制度
との異同

同じ

同じ

　時間単価の3.5割増×時間数を支給

　定期券は6ヶ月定期等最も経済的なもの

　使用距離に応じて月額2,000円～

　31,600円を支給

○自動車等を使用する場合

異なる

千円役職分類

異なる

同じ

千円

千円

190,363

および支給額
346,037

130,301

千円

初任給調整手当

区分

退
職
手
当

860,000

660,000

590,000

○医療職俸給表(一)の適用を受ける職員

（1期の手当額）

4.4

　月額184,500円以内を支給

1,050,000

（参考）類似団体における最高／最低額

給料月額等

0

10,732,800

720,000

給料月額×在職月数×26/100

給料月額×在職月数×47/100

0

211,673 83,830

○管理又は監督の地位にある職員

220,582

786,447

4.4

（支給時期）

任期ごと

任期ごと

および支給額

役職分類

23,688,000

報
酬

期
末
手
当

市長

副市長

副市長

議員

議長

副議長

副市長

議長

市長

給
料

市長

議員

副議長

支給実績
（平成29年度決算）

　月額54,400円～114,000円を支給
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7．公営企業職員の状況

（1）病院事業

①　職員給与費の状況

　　決算

（注） 1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数は、平成30年3月31日現在の人数です。

②　職員の基本給、平均月収額および平均年齢の状況（平成30年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況

ア　期末・勤勉手当

1人当たり平均支給額（平成29年度）

（平成29年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

2.60 月分 1.80 月分

（　1.45　） 月分 （ 0.85 ） 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算       5～15％

（注） （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成30年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 定年

勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

退職前早期退職特例措置

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の1人当たりの平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

（2％～45％）

2,065 16,519

28.0395 33.27075

39.7575 47.709

47.709 47.709

松戸市病院事業

1,599 千円

松戸市病院事業

19.6695 24.586875

事務・医療技術者等 40.4 352,255 588,634

団体平均 40.5 325,529 570,270

医師 45.1 628,455 1,354,693

看護師 38.0 329,932 543,399

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

松戸市 40.3 366,867 641,927

千円

1,071 4,064,359 1,678,188 1,747,882 7,490,429 6,994
平成29年度

人 千円 千円 千円 千円

区分 職員数　A
給与費

1人当たり給与費　B/A
給料 職員手当 期末･勤勉手当 合計 Ｂ

平成29年度
千円 千円 千円 ％ ％

20,821,316 △ 217,765 11,860,486 57.0

区分 総費用　A
純損益又は
実質収支

職員給与費　B
総費用に占める （参考）　平成28年度の総費用

職員給与費比率　B/A に占める職員給与費比率

57.6
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ウ　地域手当（平成30年4月1日現在）

％ ％

％ ％

エ　特殊勤務手当（平成30年4月1日現在）

オ　時間外勤務手当

カ　その他の手当（平成30年4月1日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

医師　　月額 100,100円

助産師　月額 10,000円

看護師　月額 6,000円

円初任給調整手当 異なる
支給対象者
および支給額

177,243,266 円 223,510

管理職手当 214,316,393 931,810

休日勤務手当 2,766,736 26,862

扶養手当

P.9と同様

82,802,285 209,097

住居手当 108,019,398 156,323

通勤手当 65,331,071 67,491

手当名 内容および支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

支給実績
（平成29年度決算）

支給職員1人当た

り平均支給年額

（平成29年度決算）

支給実績（平成28年度決算） 256,179 千円

職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 368 千円

支給実績（平成29年度決算） 286,972 千円

職員1人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 338 千円

派遣手当 医師 要請に基づく診療業務等 60,000円以内/回

赴任手当 医師 要請に基づき赴任した医師 200,000円以内/回

特別看護手当 看護師・看護助手 早出、遅出勤務 5,000円以内/月

院内待機手当 医師 救急のため院内待機 20,000円/回

防疫手当 全職種 感染症患者の収容、検診、治療、消毒作業 500円/回

解剖手当 医師・医療技術者 解剖業務 3,000円/体

手術手当 看護師 手術室に勤務 10,000円/月

放射線取扱手当 全職種 放射線等照射業務 200円・400円/日

自宅待機手当 全職種 救急診療等のため待機を命ぜられた職員
10,000円/月
（5回を超えた1回につき2,000円加算）

夜間看護手当 看護師・医療技術者 夜間看護等 9,500円以内/回

急患診療手当 全職種 救急診療のため業務に従事した職員 1,000円・1,500円/時間

休祭日勤務手当 全職種 休祭日の特別な診療業務 4,000円・5,000円/日

入院受入手当 医師 入院患者の受入業務 5,000円/人

観察手当 医師 術後経過観察、重症患者治療 1,000円・1,500円/時間

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員支給単価

臨床指導・調査・研究手当 医師 診療業務 月額200,000円以内

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度） 80.2 ％

手当の種類（手当数）（平成30年度） 15

支給実績（平成29年度決算） 571,328 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 643,387 円

医師に対する特例 支給率 支給対象職員数（平成30年度） 医師の制度（支給率）

医師 16 114 人 16

一般行政職の制度（支給率）

全地域（医師以外） 10 993 人 10

支給職員1人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 436,483 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数（平成30年度）

支給実績（平成29年度決算） 483,186 千円
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(2)水道事業

① 職員給与費の状況

　　決算

　（参考）

（注） 1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数は、平成30年3月31日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額および平均年齢の状況（平成30年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末・勤勉手当

1人当たり平均支給額（平成29年度）

千円

（平成29年度支給割合）

2.60 月分 1.80 月分

（ 1.45 ） 月分 （ 0.85 ） 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算       5～15％

（注） （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成30年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 定年

勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

退職前早期退職特例措置

１人当たり平均支給額　　　　

（注） 退職手当の1人当たりの平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

39.7575 47.709

47.709 47.709

（2％～45％）

実績なし 実績なし

期末手当 勤勉手当

水道事業

19.6695 24.586875

28.0395 33.27075

団体平均

水道事業

1,723

44.2 341,066 511,425

千円

21 80,906 20,977 36,179 138,062 6,574
平成29年度

人 千円 千円 　　　　　千円 千円

138,062 9.3

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

松戸市 41.6 366,500 547,865

区分 総費用　A
 純損益又は

実質収支
職員給与費　B

総費用に占める
職員給与費比率

B/A
平成28年度の総費用に
占める職員給与費比率

8.9

区分 職員数　A
給与費 一人当たり給与費 

給料 職員手当 期末・勤勉手当 合計　Ｂ 　　B/A

平成29年度
　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

1,479,330 108,498
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ウ　地域手当

（平成30年4月1日現在）

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成30年4月1日現在）

オ　時間外勤務手当

カ　その他の手当（平成30年4月1日現在）  

円 円

円 円

円 円

円 円

1,544,530 81,291

管理職手当 3,400,680 850,170

支給実績
（平成29年度決算）

支給職員1人当たり
平均支給年額

（平成29年度決算）

扶養手当

P.9　と同様

2,746,000 274,600

住居手当 1,707,000 94,833

通勤手当

職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 58 千円

手当名 内容および支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

職員1人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 137 千円

支給実績（平成28年度決算） 1,292 千円

- - - -

支給実績（平成29年度決算） 2,874 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度） - 　％

手当の種類（手当数）（平成30年度） -

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（平成29年度決算） - 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成29年度決算） - 　円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数（平成30年度） 一般行政職の制度（支給率）

全地域 10 21 10

支給実績（平成29年度決算） 8,706 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 414,536    円
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◆職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1）勤務時間制度（部局別）

1日・1週間当たりの勤務時間、始業・就業時刻、休憩時間、休息時間の状況

通常の日勤職員

勤務時間 1日当たり 7.75時間

1週間当たり　 38.75時間

始業時刻 午前8時30分

終業時刻 午後5時00分

休憩時間 午後0時15分～午後1時00分 (45分間）

その他の職員

夜間勤務（2交代制、3交代制のある交代勤務職場（消防、クリーンセンター、病院等）

休憩時間 勤務時間が8時間以上に1時間以上

※休息時間 平成19年4月1日から廃止

（2）休暇制度{年休・特別休暇(病休含む）・介護休暇・介護時間、組合休暇}

① 年次有給休暇制度 毎年度4月1日に最高20日付与、翌年度に20日まで繰り越すことが可能

② 特別休暇

夏季休暇 7月から9月までの間に8日以内

結婚休暇 5日以内

忌引休暇 続柄により1日～10日

父母の追悼 実父母の3回忌、7回忌などの行事の日　1日

母体保護時間 妊娠中　30分単位で1日朝夕1時間まで

妊婦検診 妊娠中又は出産後1年以内の職員　必要な時間

妊娠6月まで4週に1回、妊娠7月から9月までは2週間に1回、産後1年まではその間に1回

妻の分娩休暇 分娩の日から2週間以内に3日

男性の育児休暇 妻の出産日の翌日から8週間（小学校就学前の子が別にいる場合、出産予定日の前8週間から出産日後8週間）の間に

生まれた子、又は小学校就学前の子の養育のため、当該期間内において5日以内

育児時間 生後１歳に達しない子を育てるとき、30分単位で1日朝夕1時間まで

子の看護休暇 9歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子(配偶者の子を含む。)が病気や負傷した場合の看護をするため

に、対象となる子どもが1人の場合は、1年度で5日以内、2人以上いる場合は、1年度で10日以内

短期介護休暇 配偶者、父母、子等が疾病、老齢により日常生活を営むにあたり支障がある場合、1年度で5日以内

公民権行使 必要な時間（選挙等）

裁判員、証人、鑑定人 裁判員、証人、鑑定人として裁判所に出頭するとき、又はこれに準ずるとき、必要な期間

生理休暇 女性が生理時に就業が著しく困難なとき、2日以内

ボランティア休暇 1年度で5日以内

大災害の被災地、被災者への支援

身体障害者療護施設、特別養護老人ホームなどの支援

青少年の健全育成を目的とする活動

ドナー休暇 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞の提供希望の登録、検査、入院等、必要な期間

産前・産後休暇 分娩予定日前8週間(多胎妊娠の場合においては、14週間）前の日から出産日後8週間を経過する日までの期間

災害休暇 市長が必要と認めたとき、必要な期間

③ 介護休暇 配偶者、父母、子等が疾病、老齢により日常生活を営むにあたり支障がある場合、一の疾病に対し180日間　無給

④ 介護時間 要介護者の介護をするため、取得初日から最長3年間、1日2時間まで　無給

⑤ 病気休暇 負傷、疾病にかかったとき、医師が療養に必要と認めた期間、最長90日間

⑥ 組合休暇 登録された職員団体の業務、又は活動に従事する期間、1年度で30日まで　無給
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◆職員の分限および懲戒処分の状況

（1）分限処分の処分人数（部局別）

平成29年度分限休職処分者数（延べ人数）

61 人

13 人

2 人

16 人

0 人

92 人

（2）懲戒処分の処分人数（部局別）

平成29年度懲戒処分者数

0 人

0 人

1 人

0 人

0 人

1 人

◆職務の服務状況

（1）年休使用状況（部局別）

① 年次有給休暇の平成29年度平均取得日数 ② 年次有給休暇の平成30年4月1日の平均付与日数

日 日

日 日

日 日

日 日

日 日

（2）育休・部分休業取得状況（部局別）

① 平成29年度育児休業新規取得者数 ② 平成29年度部分休業新規取得者数

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

◆職員の研修および人事評価の状況

（1）研修の実績（平成29年度・人事課実施分）

派遣研修 職務の専門的かつ総合的な知識・技能の習得のため専門機関へ派遣 253 323人

合　　計 318 4,000人

特別研修 特定の行政課題に対応するために必要な知識・技能の習得 30 1,865人

実務研修 実務遂行に必要な知識・技能の習得 12 656人

区　分 研　修　内　容 コース数 人数

基本研修 役職および勤務年数等に応じた基本的な知識・技能の習得 23 1,156人

病院 35 病院 2

水道 0 水道 0

教育委員会 2 教育委員会 1

消防局 0 消防局 0

部局 人数 部局 人数

市長部局等 33 市長部局等 24

病院 11.1 病院 37.1

水道 13.8 水道 39.0

教育委員会 14.5 教育委員会 37.3

消防局 12.7 消防局 38.8

部局 日数 部局 日数

市長部局等 12.3 市長部局等 37.8

水道 - -

合計

消防局 免職 地方公務員法第29条第1項第1号および第3号

病院 - -

市長部局等 - -

教育委員会 - -

合計

部局 人数 処分の種類 処分事由

休職

病院 休職

水道 - -

部局 人数 処分の種類 処分事由

市長部局等 休職

心身の故障（地方公務員法第28条第2項第1号）
教育委員会 休職

消防局
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（2）職員の人事評価に関する状況（平成29年度）

◆職員の福祉および利益の保護の状況

（1）千葉県市町村職員共済組合、公立学校共済組合

地方公務員等共済組合法に基づき、健康保険に相当する短期給付、厚生年金保険に相当する長期給付事業等を行っています。

（2）千葉県市町村職員互助会

千葉県市町村職員共済組合が実施する福利厚生制度を補完するための組織です。千葉県内の市町村等の職員を会員とし、

会員の掛金と市の負担金により、出産費助成、介護休暇助成等の給付事業を行っています。

（3）松戸市役所職員共済組合

地方公務員法第42条に基づき、職員の元気回復、その他厚生に関する事業を実施していますが、この組織は、現在、市からの

交付金（公費支出）はなく、組合員（職員）の掛金だけで運営されています。

（4）健康診断の実施状況（平成29年度）

労働安全衛生法に基づき、年一回職員に対して健康診断を実施しています。

（5）公務・通勤災害件数(部局別）(平成29年度）

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

※認定には、前年度「申請」分も含みます。 ※認定には、前年度「申請」分も含みます。

◆公平委員会の業務の状況

1．勤務条件に関する措置の要求の状況 該当なし

2．不利益処分に関する不服申立ての状況 該当なし

合計 22 20 合計 5 6

水道 0 0 水道 0 0

病院 2 2 病院 0 0

消防局 3 3 消防局 0 0

教育委員会 3 3 教育委員会 0 0

市長部局等 14 12 市長部局等 5 6

公務災害 申請 認定 通勤災害 申請 認定

定期健康診断及び
生活習慣病予防検査（35歳以上）

1,103 人

特殊業務等健康診断 870 人

区分 受診者数

定期健康診断（35歳未満） 842 人

評価項目

創意工夫力、研究心、企画立案力、応対力、理解判断力、表現力、説明力、職務知識、正確性、
仕事の遂行力、仕事の効率性、即応性、熟練性、評価力、人材育成力、折衝力・調整力、管理統
率・組織運営能力、経営感覚、協調性、勤勉性、積極性、責任感、倫理の保持及び服務規律、職
務意欲

評価期間 平成28年10月1日から平成29年9月30日

対象職員数 2,985人

対象者
平成29年9月末日に在職する職員（条件付採用期間中職員等を除く）
※臨時職員、非常勤職員は別途実施
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